



1.1990年 代の 日本経済 と世界経済
1997年 に発生 したアジア通貨危機と日本における銀行,証 券 の破綻な ら
びに98年 のロシア,南 米における通貨暴落 と,そ れに触発 されたアメ リカ
のヘッジファンドの破綻は,世 界経済の長期波動的 「下底」を例証する象徴
的な出来事であった。
1991年 前後に生 じた日本のバブル崩壊による資産デフレの影響 は,90年
代後半に至り日本の金融 システム危機へと発展 し,そ れまで続行 していた円
高が円安へと反転するにともない,ド ルに固定 していたアジア通貨は,相 対
的に割高となり,中 国元の切下げの影響 と相まって,タ イ,イ ンドネシア,
韓国などの東アジア諸国は軒並み貿易収支の大幅赤字を経験することとなっ
た。 グローバル ・エコノミーを舞台 として,投 機的資金運用を本文 とする
ヘッジファン ドが,ド ルにリンクした東アジアの割高通貨を座視するわけが
なく,東 アジア通貨 は大量に売り浴びせ られ,.通 貨防衛のたあに採用され#
高金利 と経済的引き締め政策は東アジア諸国を不況のどん底に陥れることと
なった。その後に至 っても日本の金融システム危機は止 まらず,長 銀や日債
銀が破綻する一方,ロ シアの債務不履行を危機 にアメリカのヘッジファン.ド




世界経済のこのような状況 は,1930年 代以来,6C年 ぶ りに生 じた歴史 の
同位相的類似現象⑳出現であり,長 期波動的観点か ら理解することが最 も適
切な学問的考察であるように思える。そもそ もコンドラチェフ的長期波動と
は,グ ローバル ・エコノ ミー における世界的現象として生起するものであり,
世界経済を構成する 「覇権国」,「先進国」,「新興国」,「発展途上国」などの
相互関係における財貨的実体の構造を基礎として生起するものである。今 日
グローバル ・エコノ ミーにおける各国間の相互依存関係 は,30年 代 とくら
べて比較にならないほど密接 に統合化されており,経 済に対する学問的認識
とその理論体系 もはるかに精緻化 され,す べての不均衡に対 して,さ したる
混乱もなしに調整可能であるかのように論理構成されている。従 って,歴 史
的類似現象として1930年 代のような長期波動の下底が,今 日再び出現す る
などとは想像だにしないのが多 くの一般的経済学者の認識であろう。 しかし
それにもかかわらず1990年 代はまぎれ もな く,30年 代 との歴史的類似性の
同位相現象の性格を保持 しており,事 態はより深刻であるばかりでなく,少
しの予断 も許さない状況のように思える。






の重要性はむ しろ強められているものと考え られる。政策学における 「現実
的当為」とは,学 問的認識分野においては,所 与としての実在性をもつ歴史
的直感概念にもとつ く認識体系にほかならない。
約50～60年 の物価変動を基礎 とする長期波動 は,そ の時代的平均物価水
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長期波動の下底と過少需要的デフレ構造の実体
準(=P砂1%)を 用いて図1に 示すように基本的に四局面に分割す ることが
可能である('》。A(orA')局 面～D(orL')局 面は,そ れぞれの構造実体 の
経済的特性を基準 として示されたものであるが,1990年 代が30年 代 と歴史
的類似性の同位相現象をもっという意味は,1930年 代 における長期波動の
下底局面であるD局 面が今 日D'局 面 と して,1990年 代に再現 してお り,
「過少需要的デフレ構造」の矛盾を生起 しているということである。
Dな いしD'局 面における過少需要的デフレ構造の経済的特性 は 「デ フレ
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1896191020301945587390移 行 期
、4=A'=A"=過 少生産的 デフ レ構造 の実体
β=β'=過 少生産的 インフ レ構造の実体
C=C'=過 少需要的 ディスイ ンフ レ構造 の実体
L=D'=過 少需要 的デフ レ構造 の実体
2000年 前後=新 生 長波 への移行期
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D局 面の発生はC局 面の中に因果の原因を胚胎 し,C局 面 はE局 面の中に
因果の原因を胚胎する……,と いうように,D局 面の出現 は,初 期のA局
面と内生的継起の因果律によって連動するものとして説明されねばならない
のである。従 って,P局 面の歴史的出現は,50年 ないし60年 の長期的フレー
ムワークの中で総体的に説明される必要がある。
ところで,長 期波動が世界経済現象であるという特性にもとづき,世 界を











対的衰退 という一語にっきるのであるが,同 時に日本が,単 なる先進的後続
国の立場を越えて,ア メリカ覇権を根底か ら揺り動かすほどの 「挑戦国」へ




ために,内 需拡大のための低金利政策 と,円 高による為替切 り上 げ政策を
70年 代前半から90年 代中頃まで約20年 間以上にわたって継続的に採用す
ることになった。長期にわたる積極的金融,財 政政策と円高は,対 内的には,
すでに成熟化 し,、市場飽和を達成 している経済構造に,財 貨的実体の高度転
換を促すよりも,金 融的貨幣の投機的行動をあおり,主 に土地と株価に巨大
バブルを発生させる一方,対 外的には,新 興国や覇権国アメ リカに対 して直
接投資や間接投資を行うことによって巨大な債権国へ と変貌したのであった。
巨大バブルは1990年 前後に破裂することによって,日 本のいたる所 に不
良債権と逆資産効果を発生させ,他 方為替切 り上げは円高不況を呼び起 こす
ことによって過少需要的デフレ構造の実体を生み出すことになった。バブル
崩壊と円高は,日 本の金融機関を直撃 し,戦 後 はじめて,昭 和金融恐慌 につ
ぐような歴史的金融 システム不安を生み出 し,銀 行,証 券,保 険会社の破綻
を連続的に発生 させたのであった。同時にまた,経 済不況によって生 じた税





グマーケ ットに通貨不安を呼び起 こし,1930年 代型の短期マネーの資本逃
避をまね くと共に,グ ローバル ・キャピタリズムの崩壊を招 きかねない瀬戸
際に立たされたのである
挑戦国日本が もつ国際的経済構造は,ま ず第一に,覇 権国アメリカに対す
る膨大な債権保有国であり,世 界に対する資本供給国であるということであ
る。基軸通貨 ドルは,そ のシニオ『リティーの乱用にもかかわらず,1日 本の政









労働者によって"ス クリュー ・ドライバー"的 に生産された低価格製品は,
国際マーケッ トに氾濫 し,世 界市場に"グ ローバル ・デフレ"的 作用をもた
らすζ共に,東 アジアを中心 とする"新 興国"がNewSupplierと してキャッ
チアップ段階を形成 し,軽 工業品や新商品の部品分野で比較優位を次々ど獲
得するに至 ったのである。東アジアの新興国は外資導入による輸出志向的工
業化を基盤とした経済体質をもち,海 外資金に多 くを依存すると共に,国 際
通貨の変動や為替投機に対 して全 くの弱体化 した構造をもち,重 要部品関連






1997～98年 にかけて生 じた日本の経済不況は単に日本だけの問題でな く,
東アジアの通貨不安を生み出し,そ れがロシア,南 米へと連鎖するに及んで,







よりも長期化 したばか りでなく,1997～98年 には実質GDP成 長率がマイナ
スとなり,消 費者物価や卸売り物価がデフレ的低落を示 したのである。
過少需要的デフレ構造の 「L'局面」 は,長 期波動の全体的 フレームワー
クの中で,最 終局面を構成するものであり,単 なる通例の景気循環的不況で
はな く,時 代的,世 紀的恐慌型の構造矛盾を内包する経済不況である。過少
需要的デフレ構造をもつ恐慌型経済は次のようないくつかの構造矛盾をもつ
ものとして特徴づけることができる。
まず第一に長期波動論は,そ の論理的仮説 として,長 波の始発点で,サ プ
ライサイ ドに技術革新や新結合が発生 し,そ の新商品の革新性が消費を刺激
したり,投 資を誘発 し,さ らには輸出を促進 して,長 期上昇を立ち上が らせ






れなければな らない。一般に財貨的実体の高度転換をもたらす ものは,シ ュ
ムペーター的意味における 『技術革新』や 『新結合』であり,革 新産業の起
業である。新商品や新産業の革新的起業によって,消 費や投資が促進 され,









とくに挑戦的非覇権国は,既 存覇権国との世界的秩序 システムの中で,経 常
収支の大幅な黒字を経験 し,通 貨価値は割高となる一方,外 部貨幣が非不胎
化的に発行 されるために過剰流動性を回避することができない。成熟的飽和
状態のもとで財貨的高度転換が阻止 されている経済実体においては,こ の過
剰流動性はあたか も 「急勾配の山地」に降 りそそいだ 「大雪」にも似て,や
がて山肌 をむき出しにするような 「雪崩」を引き起 こすのは必定である。経
済社会においては 「急勾配の山地」 は財貨的実体の同質的飽和性であ り,
「大雪」はバ ブルの発生を意味 し,山 肌をむき出 しにする 「雪崩」 はバ ブル
の崩壊をあらわ し,財 貨的実体と金融的貨幣システムの相剋的矛盾を示 して
いる。
過剰流動性が投機的バブルを形成する必要十分条件 は,・財貨的実体面で同
質的飽和性のもと,市 場が成熟を達成することであり,そ の結果,金 融的貨
幣面と財貨的実体面が対立 し,同 一性を維持できなくなる関係が成立するこ
とである。元来,貨 幣は銀行の信用創造的行為によって,企 業 に貸与 され,
生産活動でポジティブな役割を果たし,経 済活動を促進すると共に,財 貨的
実体の構造転換をもたらす作用をもつ。 しか し,経 済の実体が既存製品の同
質的飽和性の もと,市 場的成熟を達成する場合,相 対的過剰流動性が発生 し,
これ らは投機的利殖行為に走り,必 然的にバブルを生み出さざるをえない。
そしてバブルの崩壊は,リ スクを取って危険な仲介的金融業務に専念 してい
た金融機関を直撃 し,正 常債権が不良債権化すると共に,危 険な金融機関が









⑤ 、銀行の準備増大による貸 し出 し原資の低下
㈲ 資産需要 としての貨幣の退蔵
(7)国 際的資本逃避(ホ ットマネーの移動)
を引き起 こす。 これ らは,貨 幣の財貨的実体に及ぼす負の連鎖を意味 し,総
称 して 『貨幣的撹乱』ないし 『国際流動性の貨幣的撹乱』と呼ばれるべきも
のである。
過少需要的デフレ構造の実体の中で最も重要な矛盾は,金 融貨幣的要因が
財貨的実体の構造に対 して貨幣的撹乱を及ぼすことであ り,経 済が金融貨幣
面からデフレスパイラル的に収縮 してゆくことである。1930年 代のD局 面
における最 も深刻な経済問題の一つは,世 界経済が国際流動性の貨幣的撹乱





下に応 じ.て,資産需要としての貨幣が退蔵され"流 動性のワナ"に 陥ること
である。物価が低位な水準へと下降 している長期波動の下底局面では,一 種
の 「デフレ期待」が発生 しており,現 金貨幣の手元退蔵は,正 の実質金利を
生むと共に,最 も安全な貨幣の保有形態として広 く一般化される。預金の取
り付けやタンス預金が行なわれ,個 人の消費需要が抑止され る一方で,銀 行
は企業への貸 し渋りや,資 金回収を督促するために,信 用収縮が発生 し,投
資需要 も激減する。消費と投資の減少は,過 少需要的デフレ構造の矛盾を生
み出 し,国 内総生産(GDP)は 急速に減少する。名 目金利の減少 が,貨 幣
の資産需要 としての退蔵を促進させ,個 人消費や企業投資をますます減少 さ
(379).9
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せ る場合,金 融政策 は全 く有効性を欠如 し,"流 動性 の ワナ"に は ま り込 ん
で しまったと言 え る。流動性の ワナは経済実体 に対す る貨幣的潰乱 の一種 で
あ るが,過 少需要的 デ フレ構造の経済矛盾の一つ であ り,長 期波動 の下底局
面 で生ず る 『デフ レ ・ス タグフ レーシ ョン』 を引 き起 こす最大の要因である。
通常,ス タグフレーシ ョン(Stagflation)と い う場 合,長 期 波動 の天 井局
面(図1のB局 面=過 少生産 的イ ンフ レ構造)で 発生 す るInflation(イ ン
フ レ)とStagnation(停 滞)と の合成語 と して用 い られ てい るのであるが,
これ は本来 『イ ンフレ ・スタグフ レーシ ョン』 と呼ば れるべ き概念 であ り,
長期波動 の下 底局 面 で発 生す るス タグ フ レーシ ョン,す なわ ちDeflation
(デ ブ・レ)とStagnation(停 滞)と の合成 語である 『デフレ・スタグネーショ
ン』 とは概念的 に区別 して用 いることが望 ま しい。 ケイ ンズの学問的貢献は,
1930年 代 のデ フレ ・ス タグフ レー ションをいか に して脱却 す るか とい う課
題 に対 して解答を与え たことであ り,金 融 政策の無効性 に対 して財政政策 の
採用 を主 張 したのであ った。
3.過 少需要的デフレ構造 と流動性のワナ
過少需要的デフレ構造の実体という経済的矛盾は長期波動的歴史認識を前
提としてはじあて可能な概念である。 この矛盾は,多 くの場合,世 界的規模





されるが,ケ インズのように,金 融政策が無効な らば財政政策を用いるべき





字は累積的に巨大化 しており,積 極財政はほとんど不可能な状況で,長 期波
動的不況の下底に沈滞 しているような経済の場合,シ ュムペ一夕ー リアンも
ケイ ンジアンもなすすべがないというのが現実である。唯一マネダリス トが
「貨幣供給の増大」を主張するかもしれないが,し か し本来,マ ネタ リズム
や貨幣数量説は,貨 幣は単なるベールであって,貨 幣量が増えても相対価格
構造は不変であり,実 体経済に影響を及ぼさず,単 に物価を上げ下げするだ




マクロ経済学的分析用具である 「IS-LM'モ デル」を用いて以下 のように分
析 される。
Y=CO7-T)+1(2一 πθ)+0… ・……… ・… ・… …………(1)
.M/P=L(Z,y)……………… ・…… 一 …… …・……・……(2)
y=国 民所得
C(Y-T)=可 処分所得 の関数 と しての消費関数
T=定 額税
IG一 πつ=実 質利子率 と しての投 資関数
歪=名 目利子率
π2=予 想 イ ンフレ率
(θ2一π)=γ;実 質利 子率








それぞれをグラフで示 したものが図2の 「1So曲線」'・と 「五ルZo曲線」である。
図2に おいて,誰 もが物価水準は変わ らないと予想するものと仮定すれば,
予想インフレ率πθ=0でP=1と なり,通 常の 「IS-LMモ デル」である。
この場合,図2で 示すように,貨 幣:量の増大(① の矢印)は,利 子率を下落
(②の矢印)さ せ,国 民所得を増大(③ の矢印)さ せる。
通常 「流動性のワナ」 という場合は,長 期波動の下底のような不況を前提
として,す べての人々が利子率は下限に達 していると判断 し,「 資産 として
の貨幣保有⊥を退蔵するために,貨 幣需要の利子弾力性が無限大となるケー
スが発生する場合である。 このような場合は図3に 示すように,LM曲 線が









































で,利 子率 も国民所得 も変化 しない。従 って金融政策は無効であり,所 得増
加に対 してなん らの影響力を行使で きない。
ところで,い ま長期波動的歴史認識のもとに,長 波的下底の 「過少需要的
デフレ構造」を前提として,「 デフレ・スタグフレーション」 に陥 った経済
を想定する。 この場合1多 くの人々が物価水準は将来 も下落す る(π θ=
一πつ だろうと予想すると共に,利 子率は下限に達 していると判断 して,資
産としての貨幣保有を退蔵するために,貨 幣需要の利子弾力性 は無限大 とな
り,い わゆる 「流動性のワナ」が支配 しているものと仮定する。
まず物価下落が生ず る直前の 「初期値」では,名 目利子率 ち と実質利子
率 ㌔は等 しい もの と仮定 す る。物 価 下落(π θ=一 πつ によ って実質 利子 率
は上昇 し,名 目利子率は下落するが,そ れ らがどの位であるかは予想される
デフレーションの大きさに依存する。いま,上 昇 した実質利子率を 覧 とし,
下落 した名 目利子率を2と すれば,
r,一 ∫1一(E)一 言1+π θ … ・・… ・… ・… … … … ・… … ・… … …(3)
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とな る。(1)～(4)式 を考慮 して 「流動性の ワナ」 に陥 って いる仮定 の もとで
のflS-LMモ デル」 を図示 したのが図4で あ る。
出発点 の初期値 は,ISO曲 線 とLMT曲 線が交わ るEo点 で あ り,こ の点 で
名 目利子率 と実質利子率 は等 しい(Zo=r)。 いま物価 下落(π θ=一 πつ に
よ って,実 質利子率 はr,の 水準 に上 昇 し,名 目利子 率 はf1の 水 準 に下落 す
る。 実質 利子 率の上昇 は,投 資需要 を減少 させ るか らISO曲 線を左下 方へ と
シフ トさせIS,曲 線 とな る(6)。このシフ トの大 きさがどの位 であ るか は,デ
フ レの大 きさに依存 す るが,均 衡点 は,E,→E1→E'→Eの プ ロセ スを経
・ てE点 に決 まる。 なぜE'か らE点 に移動 するのかと言 えば,E'点 は,Lル ち
曲線 の上方 に位置 し,貨 幣市場 で超過供給 が発生 す るか らであ る。 従 って,一
実質利子率が下落 し,そ れに応 じてIS曲 線上を右下方へとE点 まで下落す
るのである0デ フレ的物価下落に伴 う最終均衡点 はE点 であるが,そ れに
対応τ7て所得水準 は,Yか らYへ と減少する。なお,物 価下落によって実









動性の ワナに陥 っていることさえ気づかない場合があり,単 に物価が下落す
ることは良い事であるとして,こ れを是認する場合が多い。 しか し,か かる
「デフレ不感症的経済理念」の 支配は景気後退を長期化す ると共に,債 務負
担を加重 し,金 融 システム不安を間欠的に発生 させる。過少需要的デフレ構





(πe>0)の 直前における 「初期値」では,名 目利子率 ∫oと実質利子率 筍が
等 しいものと仮定する。
図5に 示すように,物 価上昇によって実質利子率は下落 し,名 目利子率は
上昇するが,そ れがい くらで あるか は,予 想 され るイ ン'フレー ション
(πθ>0)の 大きさに依存する。いま下落 した実質利子率をr,と し,上 昇 し
た名目利子率をちとすれば,
r,==2-F… 一 ・… ・… … ・… … ・・… … ・・。… ・・… … ・… … ・… ・… 。・・(5)
歪1・=r十ER・ … ・… … … … ・・… ・… ・。… ・… … ・・。… … ・・… ・・… ・・・…(6)
となる。(1),(2)式 および(5),(6)式 を考 慮 して 「流動 性の ワナ」 に陥 って
いる仮定 の もとでの 「ZS-LMモ デル」 を図示 したのが図5で ある。































この点 で 名 目利 子 率 と実質 利 子 率 は等 し い(∫o=r,)。 い ま物 価 上 昇
(E>0)に よって実質利子率 はr,の 水準 に下落 し,名 目利子率 は ∫1の水 準
に上昇 す る。実質利子率 の下落 は,投 資需要 を増大 させ るか らZSo曲 線 を右
方へ と シフ トさせIS,曲 線 となる。 この シフ・トの大 きさが どの位 であるか は,
イ ンフ レの大 きさに依存 するが,均 衡点 は,E,→E1→E'→Eの プ ロセ ス
を経 てE点 に決 ま る。 なぜE'か らEへ と移動 するのか と言 えば,E'点 が,
LM,。 曲線 の下方 に位 置 し,貨 幣市場 で超過需要 が発生 するか らであ る。従 っ
て,実 質利子率 が上昇 し,そ れに応 じてIS,曲 線上 を左上方 へ とE点 まで上
昇 す るので ある。 イ ンフレ的物価上昇 に伴 う最 終均 衡点 はE点 で あ るが,
それ に対応 して所得水準 はYか らyへ と上昇す る。 なお,物 価上 昇 に よ っ
て実質貨幣残高M/Pは 下落 し,五1矯 曲線 をLM,へ と左方 シフ トさせ るが,
流動性 の ワナが仮定 されているため に,実 質所得 にはなん ら影響 を もちえな
い。 しか し,調 整 イ ンフレ的 物価上 昇・によ ってISO曲 線が右 方 シフ トし,
Lルfo曲 線が左方 シフ トす ることは,調 整 イ ンフ レを続 行 す る ことに よ って
両者 の総和 的効 果が,「 流動性 の ワナ」 か ら脱却 す る作 用 を もち,図2で 示
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したような正常 な右上がりのLM曲 線と右下が りのIS曲 線が交叉するよう
な状態に復帰する可能性があるということである。.
か くして 「流動性のワナ」 という貨幣的撹乱現象をもつ長波的下底の過少
需要的デフレ構造の矛盾を脱却するためには,,単 に物価下落を阻止するだけ





貨供給量の増大 と,そ れによるインフレの鼓吹は,長 波的下底におけるアル
キ ミ'スト(錬 金術師)的 浮揚政策の一つではあるが,調 整インフレ論に全 く
論理的合理性がないわけではない。
ところで,IS曲 線のシフ トは,物 価上昇の大きさに依存するのであるが,
もし,投 資需要の利子弾力性がゼロという場合 は,IS曲 線は垂直とな り.,
調整インフレによる物価上昇 は,単 に名目金利を引き上 げるだけで全 く無効
となる(7)。このような場合は,経 済が基本的に同質的飽和の成熟段階に達 し
ており,財 貨的実体の高度転換が阻止 されているのであり,消 費者や生産者
が,な ん らかの原因による先行 きの不安に対 して,既 存の財貨水準ですべて
























であり,世 界経済を構成する各国の比例性や結合関係に"ゆ がみ"が 生 じて
いることである。
世界経済の構造を,所 与としての実在性を もつ直感的事象として視覚的に
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図6は,赤 松教授 が示 した 「綿糸」 と 「機 械器 具」 についての雁 行形態 を
表示 した ものであ るが(9),こ の図表 を基礎 と して,雁 行形 態が もつ本 質 的意
義 を様 々に論議 する ことがで きる。
① まず,雁 行形態 が取 り扱 ってい る"商 品"な い し"産 業"の カテゴ リー
につ いてであるが,雁 行形態 は,羊 毛工業,綿 糸,綿 布,紡 織 機,機 械器具
など多様 な範 ち ゅうにわた って,そ れぞれに異 な った形態 を求 め ることがで
きるが,基 本的 には,投 入要素 の集約度 の違 い によ って,オ 財(労 働集 約
財)と β 財(資 本集約 財)の 二財の異な る範 ち ゅうの商品 によって構成 され
て いるモデルであると言 うべ きである。 従 って,A財 は その付加 価 値率 の
大 きさの順位 に対応 した集 合財Ai(A1,A2,…,AN)とみ る ことが で き,
サフ ィックス ゴの数字 が大 き くな るに従 って付加価値率が高 い商品で あ る と
想定 で きる。B財 につ いて も同様 に集合財.8∫(B],BL,…,BN)が 想定され,
サフ ィックスの数字が大 きくなるに従 って付加価値率 が高 い もの と仮 定 され
る。 しか もこれ ら五 財,β 財 は技術的 に標準 化 され た商品 で あ り,バ ー ノ
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ンの 「プロダク ト・サイクル論」㈹ が想定 しているよ うな技術 的独 占性 を も
つ 「革新商品[=C財,α(C1,C2,…,CIV)]」ではない。A,E財 は生産
技術 がすでに解放 されて いる標準 商品であ るか ら,資 本 と労働 の賦存状況 に
応 じて,世 界経 済的後続国 は,ど こでで も模倣的生産が可能 な商品群 である。
② 雁行形態的発墨における重要な特徴の一つは,資 本集約財よりも労働
集約財が,ま た付加価値率の高い商品よりも低い商品の方が,よ り模倣的生
産が容易であり,従 って工業化の始発期には労働集約的 五 財 ・(とくに付加
価値率の低いA],A2,五3〈Al>)が 先行的に着手 されることである。後続
国では,先 進国か らの凶財輸入(弘)を 手掛かりとして模倣的国内生産
(=&)が 開始され,や がて輸出(=XA)へ と継起することによって,雁 行
形態的パターンへの一局面を形成する。各財G;A,B)の 輸入(=M)一
国内生産(=P)一 輸出C=x,)の 継起性における段階的水準 は,後 続国経
済の先進国経済に対する世界経済的実体の財貨的構造をあ らわ し,各 国間の
構成性や結合関係に応 じて多様な雁行形態が示される。
図6は,赤 松教授が示 した日本の典型的工業品である綿糸(A商 品〉 と
機械器具(b商 品)に 関するM,一P-X;(2=A,E)の 継起性における三線
の交叉である。 この三線の段階的継起性にもとつ く雁行的水準は,世 界経済
的実体の動態的展開における財貨的構造をあ らわすものと理解される。』両財
の年代区分が必ず しも同一でないが,1910年 代以前 と以後では三線 の交叉
の形態が明確に異なっていることに気づ くであろう。 すなわち,1910年 代
以前(Pre-1910's)に は綿糸(A商 品)は 雁行形態の 「成長期」 の様相を示
し,輸 入(1鴫)の 漸減 と国内生産(PA)な らびに輸出(Xゆ の急上昇によっ
て典型的な三線交叉の雁行パターンを示 している。また機械器具(B商 品)
は,輸 入水準(MB)が 最 も高 く,国 内生産(PE)や 輸出(Xβ)は いまだ本




























(成長期 の雁行パ ター ン)(始 発期の雁 行パ ター ン)
1910年 代以前(Pre-1910's)のA,B商品を図6か ら切 り離 し,こ れ をパ
ター ン化 して示 した ものが図7で あ る。 図7は,明 治維 新 か ら1910年 代 ま
で の日本 と日本以外 の外国(こ の場合,外 国は特定 の国 を さすのではな く,
日本以外の 「非 日本」を さすが,日 本 よ りも先進的 な外国 と後続 的な外国 の
二国 にわ け られ る)と の関係 であ り,こ の国 か ら世界経済 的実体 の財貨 的構
造を読み とることがで きる。 まず,典 型的 工業 品 の綿糸(遼 商 品)に つ い
て 日本が雁行形態的 「成長期」を実 現 し,輸 入.(嶋)が 漸減 し,輸 出(XA)
　 　 　 　 　
が伸長 していることは,黙 示的に図7に 示されている先進的外国の同様の雁
行形態において,外 国の輸出(;F現)が 漸減 し 「逆輸入(=F罵)('2)」
が増大 していることを意味する。外国はA商 品について 「衰退期」 の雁行
形態をもつ ものと仮定でき,こ の期における仮想的な三線の交叉状況を描 く
とすれば,図8のA商 品(先 進的外国)に 示され るよ うな交叉水準 をもつ
ものと推測できよう。明らかに先進的外国 は,孟 商品 に関 して日本 に比較
劣位の構造をもち,逆 輸入(F畷)的 攻勢を受 けることによってA産 業 の
構造転換を求められている。、 ・'
しか し他方,日 本の機械器具(β 商品)に ついては 「始発期」.の雁行形態






















(衰退 期の雁行パ ターン)(成 熟前期の雁行パ ター ン)
いまだ本格的に開始されていない。従って,日 本はβ 産業については比較
劣位であり多くを輸入に依存 しているが,先 進的外国は図8の 右図に示すよ
うに 、「成熟前期」の雁行パターンをもち,A産 業の比較劣位を,b産 業の比
較優位によって 「超過補償」 しているものとみることができる。
1910年 代以前の日本と外国の世界経済的実体の財貨的構造は,日 本のA




③ つ ぎに,1910年 代以後(Post・1910's)に つ いてで あ るが,日 本 の綿
糸(A商 品)は 雁行形態的 「成熟期」 の様相を示 し,輸 出(X,)の 漸 減 と
逆輸 入(M'A)の 急上昇 によって特徴づ け られて いる。 また機械 器具(B商
品)は,国 内生産(PE)が 最上位 に位置す るとはいえ,輸 入(Mg)水 準 は
右上が りで高 く,輸 出(x8)は 最下 位の水準 にある。1910年 代以 後(Post-
1910's)のA,E商 品 を図6か ら切 り離 し,パ ター ン化 して示 した もの が図


















(成熟期 の雁行 パ ター ン)(成 長前期 の雁 行パ ター ン)
世界経済的実体の財貨的構造を読みとることができる。
まず,日 本の綿糸(五 商品)が 雁行形態的 「成熟期」 を実現 し,外 国
(後続的外国)か らの逆輸入(M'A)を 受け,輸 出(X漣)が 漸減 しているこ
とは,黙 示的に図9・に示 されている後続的外国の同様の雁行形態において輸
出(FXA)が 増加 し国内生産(F名)も 本格化す る雁行形態的 「成長期」 を
もつ ものと仮定でき,こ の期における仮想的な三線の交叉状態を描 くとすれ
ば,図10のA商 品(後 続的外国)に 示されるような交叉水準をもつ ものと
推測で きよう。明らかに後続的外国は,A商 品に関 して 日本に比較優位の
構造をもち,輸 出攻勢(日 本にとっては逆輸入)に よって,日 本の構造転換
を求めているものと解釈 される。
④ しかし他方,日 本の機械器具(β 商品)に ついては,雁 行形態的 「成
長前期」であり,輸 入(輪)が,国 内生産(島)と 輸出(Xβ)の 中間で右
上が りの水準に位置 し1先 進的外国に対 してE財 の比較優位が完全 に実現
しているわけではない。それは機械器具(β 財)に ついて先進的外国が雁行
形態的 「成熟前期」,にあり,外 国の国内生産(F易)と 輸出(FXβ)が,い






















(成長期 の雁行 パ ター ン)(成 熟前期の雁行パ ターン)
本の輸出(Xβ)を 抑止するように作用 しているか らである(図10右 図参照)。
雁行形態理論における最 も本質的商題は,A財 の比較劣位構造がb財 の
比較優位構造によって超過補償されず,世 界経済の財貨的実体の高転換が阻
止的矛盾をもつ場合である。財貨的実体の高転換が阻止的矛盾を もつ場合に
は,日 本のB産 業と先進的外国のb産 業が 「同質的代替関係の構造」 とし
て,相 剋的関係をもち,両 国の間に構成性ならびに結合関係に関 してゆがみ
や摩擦が存在する場合である。1910年 代以降,20年 代,30年 代の日本 は,
B産 業に関 して先進的外国(ヨ ーロッパ,ア メリカ・の先進国経済)と,A産
業に関 しては後続的外国(中 国,朝 鮮などの後続的経済)と の問に,同 質的
代替関係の構造をもち,財 貨的実体の高転換が阻止され,相 剋的関係の構造
のもとにあったものと理解される。
⑤ 雁行形態モデルが基本的に仮定 している国の種類 は,「自国(日 本)」
と 「外国」,と くにヨーロッパやアメ リカなどの先進的経済を想定 した外国
と,戦 前中国,朝 鮮などの後続的経済を想定 した外国の三国から構成 されて
お り,財 の種類は,A財(Al,.42,…AN)とB財(B1,B2,…,B1>)の二
財か ら成 るものと解釈できる。 この雁行形態理論における 「三国二財モデル」
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の思考は,伝 統的な 「リカー ドの比較生産費理論」である 「二国二財モデル」
ダ
と違 って,よ り現実的接近方法が採用されていると言うべきである。なぜな
ら,比 較優位の動態的進展過程の中で自国が孟 財 という労働集約的な商品
に比較優位を失 った場合,伝 統的農業や特産品の産業に 「低転換」するので
はな く,E財 という資本集約的な工業品に 「高転換」することを志向 し,A
財は後続的外国に移籍譲渡 してゆ くものだか らである。 また自国がB財 へ
とキャッチアップ的高転換を した場合,先 進的経済は,よ り高度の付加価値
をもつC財(C1,C2,…,α 〉)を技術開発 し,一 層の高転換を求めようと努
力する。 もし先進経済のどこかの国がいち早 く新商品の技術開発に成功 した
場合には,開 発された独占的技術と新規に創造された新産業を もつ国として
『革新国(or覇 権国)』 へと高転換 し,世 界経済に最 も主導的役割を担 う立
場を確立する。
従 って,雁 行形態が想定する 「国と財の数」 は,原 初的赤松雁行形態論で
は基本的には 「三国二財モデル」であるが,よ り 「一般的な雁行形態」にお
いては,「四国三財モデル」とみることが現実的であると言えよう。 すなわ
ち,財 の種類 と数は,労 働集約的なA財(Al,、42,…,Al>),資 本集約的
なB財(B1,B2,…,β1>),な らびに革新商品 としてのC財(C1,C2,
…,Cπ)の 三財であり,国 の種類と数は,農 産物や特産物を輸出 し,最 も
初歩的な工業品であるA財(A],AcくAN)さ え輸入に依存 している 「発
展途上国」,君 財 に比較優位をもち後続的経済である 「新興国」,さ らにはβ
財に比較優位をもつ先進的経済の 「先進国」,.新産業的C財 を技術開発によっ
て創造 した ・「革新国(な い し覇権国)」 の"四 国"か ら構成 されている。 た
だし,先 進国でありながら,:革新的C財 について断片的にCノ財(と くに付
加価値の低いC1,C2<CN)を もつ国は,革:新 的覇権国に限 りなく接近す
る 「挑戦国」 と定義することが可能であり,革 新的覇権国と先進国の中間に
位置する国とみることができる。1930年 代後半のアメ リカは,航 空機やナ
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イロン,ペ ニシ リン,真 空管など革新商品を次々と創造 し,旧 覇権国イギ リ
スを しのぎ,事 実上新覇権国に位置するようになっていたのであり,か かる
世界経済的実体の財貨的高転換は,原 初的赤松雁行形態理論には含まれてい
ない。
⑥ 「四国三財モデル」を基本前提 とする雁行形態の一般型が もつ本質的
意義 は世界経済を構成す る各国の財貨的実体構造を動態的変動の中で明瞭に
示すことができるということである。本来雁行形態理論は,工 業化の展開に
おける産業 ライフサイクル的進展の動態的段階論である。 このことは,赤 松
雁行形態の事例である 「日本の綿糸」に示されているように,戦 前中国や朝
鮮からの 「逆輸入」を考慮 した 「新型雁行形態」においてより明瞭となる。
新型雁行形態の 「基本型」は,輸 入(=M)一 生産(=P)一 輸出(=X)一
道輸入(=M')の 四線の継起性における交叉であ り,そ の段階的水準は,
各国の世界経済的実体の財貨的構造をあ らわすと共に,そ の特徴に応 じて(イ)
導入期(or始 発期),(ロ)成長期,㈲ 成熟期,ω 衰退期の四局面に分割するこ
とを可能 とする。
また雁行形態理論の最 も重要な認識は,発 展段階 ごとの 「構造変化」 とい
うことであ り,雁 行形態理論の 「変型」ないし 「多様化」の問題である。新
型雁行形態は,生 産構造の多様化の中に,標 準商品的労働集約財の 五 財
(A],A2,…,AN)と 資本集約的B財(B1,BL,…,.81>F)の ほかに,革 新的
商品であるC財(C1,C2,…,C万)を 包含する ものであ り,A→B→.Cと













産業について もB産 業 についても同様であり,島 ≧妬 を達
成 した国は 「発展途上国」を脱 して 「新興国」 となったのであ
り,ま た島 ≧輪 を達成 した国は 「新興国」 を脱 して 「先進
国」 となり,各 々キャッチアップの第一段階を達成する。
構造変化2:労 働集約的A財 から資本集約的B財 へ と,付 加価値 の高 い
産業へ高度化 し,'主導部門(リ ーディングセクター)を 高転換
させること。すなわち,『キャッチアップ的高転換の構造変化』
である。B財 に生産要素の主力を転換 した国は 「先進国」とし
ての経済構造を確立 し,キ ャッチアップの第二段階を達成する。
構造変化3:各 財(Aとb産 業)の 成熟 ・衰退期において,逆 輸入(M'A
と端)を 受容 し,対 外直接投資や技術移転によって比較劣位
産業を後続国に移籍譲渡 してゆ くこと。すなわち,『 逆輸入促
進的構造変化』である。
構造変化4:新 規の技術革新によって,新 産業(C財)を 創造すること。
すなわち,五 産業やβ産業のように模倣的キ ャッチアップを




　 　 　 　
化1か ら構造変化4ま でが同時的に各段階で実現されなければならない。 も







⑦ 原初 的赤松雁 行形 態理論 は,基 本的 には労働 集 約的A財(Al,Ac,
…,AN)と 資本集約的E財(B],BL,…,B〈り の二財 モ デルか ら構成 され
てい るので あるが,赤 松教授が提示 した典型的 な雁行形態 の三線交叉パ ター
ンは 「綿糸(=Alと 仮定)」 や 「機械器具(=B2と 仮定)」 の ほか に 「綿
布(ニA2と 仮定)」 と 「紡織機(=別 と仮定)」 があ る。 これ を図示 した
ものが図11で あ るがQ3:,付 加価値率 の大小関係 か ら'言えば
綿糸(Al)<綿 布(・42)〈 紡織機(B1)<機 械器具(BL)




にお ける Σ 、舷 と ΣB乞 が問題 となるのである。 赤松 教授 の事 例 に おいて は
Σ、4fとΣB∫ は示 され ていないが,B2の 中に 別 を含むか ら,Σ.醜=B2と
解釈 で きる。従 って 、42(=綿 布)の 三線交叉 の形態 を考慮 して,Pre・1917
とPost-1917の 日本 における財 貨的実体の構造を解釈 しなおさなければ な ら
な い。
綿布 のPre-1917に お ける三線 交叉のパ ター ンは,綿 糸 よ り も時間 的遅 れ
を もつが雁行形態 的 「成長期」 であ り,従 って,③ で得 た結論 を綿布 の導 入














































Pre・1917は 日本の 「輸入代替的構造変化」(PA≧MA)や 「キャッチア ップ




また,Post-1917に ついては,綿 布の三線交叉 は 「成長後期」の雁行パター
ンの特徴を強 く持ち,日 本の輸出の急上昇は,そ の背後に存在する先進的外
国の 「逆輸入促進的構造変化」を強いることとなる。他方,機 械器具 は 「成
長前期」の雁行パターンとして外国から抑止 されているが,革 新商品C財
をもたない先進国経済(と くに戦前のイギ リス)は,財 貨的実体の高度転換
すなわち 「革新創造的構造変化」 は進 まず,イ ギ リス綿布の 「逆輸入促進的




関係の構築 によって 日本の綿糸 における 「逆輸入促進的構造変化」(.M'A.
>0)が 実現 じ,相 促的関係のもとに相互 に超過補償される整合的構造関係
が成立 し,財 貨的実体の高転換が実現 されたとみることができる。従って,
綿布の三線交叉の雁行パター ンを加味 したPost-1917に おいては,綿 糸だけ
のケースとちがって,日 本の対外的財貨構造は,対 後続国(中 国,朝 鮮等)
については,同 質的代替関係の相剋的対立 は中和 され,対 先進国(イ ギリス)
については一層激化する役割をもち,財 貨的実体の高転換は阻止作用を受け
たものと理解される。
⑧ 雁行形態理論の本質的問題は,世 界経済の長期動態において,財 貨的
実体の整合的構造をいかに確立するかの問題である。世界経済の実体に高転
換が生 じ,異 質的補完関係の構造の もとに相促関係を樹立するためには,ま
ず,先 頭を行 く 「覇権国」が 「革新創造的構造変化」 によってC財 に主力
生産資源を移転 し,相 対的に付加価値率の低いB財,A財 の 「逆輸入促進























⑨ 歪曲的雁行陣壷もつ世界経済 は財貨的実体の高転換が阻止され,競 合
的相剋性をもつ市場構造を形成することになり,各 国の 「逆輸入促進的構造
変化」は停滞 し,グ ローバル ・エコノミーは,同 質的代替関係の構造実体を
もっ こととなる。世界経済的財貨構造においては,金 融的貨幣 システムとし
ての国際通貨制度 は著 しく不安定化 し,為 替切下げや金利水準の変化によっ
て,国 際流動性的貨幣撹乱が頻発 し,ホ ットマネーの逃避や金融破綻がいた
る所で発生する。 とくにその時代の挑戦国であり,ま た成熟国であるような
国(1930年 代のアメ リカや1990年 代の日本)で 発生する貨幣的撹乱 は,旧
覇権国の 「革新創造的構造変化」の不成功を基本動因 とし,バ ブル崩壊によ
る資産デフレと流動性のワナへの突入によってデフレ・スタグフレーション
的経済を生み出 し,過 少需要的デフレ構造の矛盾を発生させる。他方,そ の
時代の新興国であり,成 長国であるような国・(1930年 代の中部 ヨーロッパ
　 　 　 　 　 コ 　 　 　









ために,そ れ自身の脆弱性と欠陥を保持 している。戦略的に,あ る 「特別区」
を舞台 とする輸出志向的工業化は,東 アジタの低賃金労働を活用 した 「スク
リュー ドライバ」型工業化」であり,日 本からの高付加価値的輸入財に対す
る地元低賃金労働による低付加価値化によって輸出財化 された工業品である。
従って,雁 行的三線の交叉パ ターンで評価すれば,東 アジアの輸出志向的工
業化は,日 本か らの高付加価値的輸入水準(M)が 最高位に位置 し,低 賃金
労働による追加的付加価値水準(=国 内生産=P)は 低位であるため,実 質
的輸出水準(X)は 一層低位な ものとみなされる。輸出志向的工業化 という
用語上の見かけとは異なって本質的に東アジアの三線交叉による輸出志向的
工業化の雁行パダーンは,.図12に 示すような高付加価値輸入財が上位を占
める 「不安定な雁行パターン」を もち,高 水準の輸入によって対日貿易収支

























より重要であると考えられる。なぜな ら,今 日の日本は,「 革新創造的構造











を同時に遂行することである。 もしこの構造変化が遅滞 したり,挫 折する場
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(1)通 常,景 気の局面分割は① ミッチェル・バーンズ方式と② シュムペ一夕ー方
式の二つが考えられる。 ミッチェル・バーンズ方式は下図1一]に 見 られるよう
に景気を縦に分割 した見方で,Peak(峰)を はさんで左側を拡張期,右 側を
収縮期とし,拡 張期は回復局面と拡張局面から構成され,収 縮期は後退局面と
収縮局面に分割され,合 計四局面から構成される。これに対 して,シ ュムペ.一
夕ー方式は図1-2で 示すように,"均 衡の近傍(NeighborhoodofEquili・
brium=NE)"と いう水平水準を分水嶺として,上 部を好況期,下 部を不況期
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(ミ ッチ ェル・バー ンズ方式)(シ ュムペ一夕ー方式)
田原昭四,『 日本 と世界 の景気循環』,第1章 参照,東 洋経済新報社
嶋中雄二,『 メ ジャー ・サイクル』,第8章 参照,東 洋経済新報社
毛馬内勇士,明 治大学 『政経論叢』 第67巻,第3,4号,1999年1月
(2)白 石四郎,三 神俊信,毛 馬内勇士,「 累積債務と長期波動』第10章 参照,世
界書院。









篠原三代平,『 エコノ ミス ト』,「90年 代の長期不況」,1999年9月
(4)P.ク ルーグマンは日本経済が 「流動性のワナ」 に陥 っでいることを早 くか











(5)篠 原三代平教授は,・貨幣は決 してベールでな く実体経済に大きなゆがみを与
える 「非中立性」をもち,Highly'Monetaryな 現象として長波下降面で①景
気後退の長期化,② 為替 レー トの激変,③ 一次産品価格の低下,④ 累積債務の
激化などが発生するとして 「貨幣の魔性」を指摘 している。,篠原三代平,「 長
期波動における貨幣の非中立性」,長 期波動学会会報,第2号 。
(6)グ レゴリー ・マンキューは 「IS-LMモ デル」を用いて,デ フレーシ ョンが




mics』,、足 立,地 主,中 谷,柳 川 訳,「 マ
ンキ ュ ー'マ ク ロ 経 済 学1』 ・ 東 洋 経 済 新 ∫
、














る。最近赤松教授の基本発想,研 究における問題意識,論 拠,分 析方法が,F.
リス トに酷似しており,赤 松教授がリストに拠っているという批判があるが,




(9)赤 松 要,『 世界経済論』第10章 第2節 参照,国 元書房。
(10)R.バ ーノンの 「プロダク ト・サイクル論」は,雁 行形態理論に様々な理論





(11)私 は従来より雁行形態を,輸 入(M,逆 輸入M'),国 内生産(P),輸 出(X)
における三線交叉のパターンに応 じて,(1)始 発期or導 入期,(2>成 長期,(3)成
熟期,(4)衰 退期に四区分 し,さ らに各期を(a)前期,(b)中 期,(c)後 期の三分類を
もつものと仮定 してきた。ここでは 「始発期ないし導入期」の定義を変更 し,















始発前期の',始 発 中期の 始発後期の
雁 行パターン 雁行パ ターン 雁行パターン





(13)赤 松 要,『 新訂経済政策論』第3章 参照。
(19)「 雁行陣」という概念を導入 したのは,チ ュラロンコン大(タ イ)の カムチャ
イ・ライス準教授である。1999年10月25日 朝日新聞。
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